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る納税者に不便を強いることとなる。 

4. 上記２（２）（３）の方法は、収受日付確認のために、納税者にいたずらに費用と時間

を浪費させることになる。 

5. 本件実施に伴い提示された上記２（１）ないし（３）の確認方法では、書面申告をして

いる納税者の選択肢は従前より狭められるものであり、納税者サービスの低下としか

いいようがない。 

6. 当分の間の対応として、申告書等を窓口で提出された方に、新たにリーフレットを作成

し、そのリーフレットに提出年月日と税務署名を記載し手交することをもって、提出日

付等を確認できる方法を検討中とのことであるが、あらたな書面印刷の費用や手間を

かけるだけであり、代替案としては不十分な対応である。 

7. 収受日付印の押なつを廃止したとしても、提出した文書を税務署等において人が取り

扱う以上、文書紛失又は提出した事実の記録漏れの可能性はゼロではない。 

万一提出した文書が紛失又は提出した事実の記録漏れが発覚した場合には、提出した

か否かの確認はどのように行うのか、収受日付印が無い控えを納税者が提出すれば、納

税者が主張した日付で提出したものとして取り扱うのかなど、詳細は不明のままであ

る。税務関係の書類は提出した事実や提出日に特に重要な意味を有するものが多々あ

るため、税務署等の文書紛失リスクが完全に無くならないのであれば、納税者は自身を

守る必要があることからも収受日付印の廃止は到底認められない。 

8. 納税者の利便性が向上するものであれば e-Tax 等の利用も税理士は積極的に活用すべ

きである。しかし、本件については我々税理士が今後納税者からの依頼に基づいて税理

士業務を進めるにあたり、書面提出をしている納税者に対して、申請書等の収受日付確

認のために e-Taxの利用やマイナンバーカード取得、さらには追加の費用や時間を（間

接であっても）求めるような事態となることは、本末転倒である。 

以上 

 


